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組織フィールドとしての産業集積

―明治期から昭和５０年までの波佐見焼産地における分業構造の変化―�

東 郷 寛 ・ 井 上 祐 輔

要約　本稿では，１９９０年代以降急激に市場規模が縮小している陶磁器産業において，相対的

に出荷額の縮小幅を抑えることに成功し，結果，市場シェアを増加させている波佐見焼産地

の分業構造の変化を分析する。とりわけ，明治期から昭和５０年までの期間に生じた産地内の

分業構造の変化を生み出した要因を探求する。これにより，産地内分業構造が産地間関係の

影響を受けて形成されていること，および，産地内企業が果たす機能によって産地に対する

認識が異なり，異なる戦略が形成されることが示唆された。

Abstract　In this research we analyze the restructuring of regional specialization 

in the Hasami porcelain production area which was successful to relatively curb the 

decline in its shipment volume and consequently increased its market share under 

the circumstances which the market size of Japan’s porcelain industry has shrunk 

since the １９９０s.　In particular, factors facilitating the restructuring of regional speciali-

zation in the porcelain production area during the period from １８６８ to １９７５ are to 

be explored.　Through this exploration the following two points are suggested. 

First, the regional specialization in question is formed primarily by the influence 

of relationships with other porcelain production areas.　Second, different strategies 

are formed in individual firms within the porcelain production area since they have 

different perceptions about the said area due to the differences between the functions 

that they perform.
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１．は　じ　め　に

１９７０年代以降，特定地域に偏在・集積する産業集積地や産業クラスター（以下，産地と

も表記）への理論的・実践的にも高い注目が続いている�。産業集積へのアプローチは，

経済学でも多様に展開されているが，経営学では，伝統的な地場産業論（山崎，１９７７；下

平尾，１９７８，１９８３など）に加え，大都市における中小製造業の集積に関する研究（伊丹ほ

か，１９９８；鎌倉，２００２；加藤，２００９など），地方都市における伝統産業の集積地に関する

研究（山田・伊藤，２００８，２０１３；関根，２０１６；２０１７；出口，２０１７など）が主に行われてき

ている。これらの中で，本稿では地方における伝統産業集積地の機能間分業の変化を検討

する。

その際，伝統産業の集積地に関する研究は，歴史的な社会・文化的要素が集積地の持続

に貢献していると捉える一方で，それらの要素の集積地内の差異についてあまり論じてい

ない。そこで，本稿では集積地の歴史的な社会・文化的要素の差異を捉えるために，集積

地を「組織フィールド（organizational field）」と捉える。組織フィールドとは，「制度

的生活の認知領域（recognized area）を構成する組織の集合」であり，「特定のフィール

ドの定義が制度化されている程度においてのみ存在する」（DiMaggio and Powell, １９８３, 

p.１４８）。組織フィールドが認知領域であるが故に，集積地内のある行為者にとって業界や

集積地（産地）は組織フィールドと同義である一方で，別の行為者にとっては異なる意味

をもつ�。行為者によってフィールドのあり方が異なっていることを示すことが可能にな

る。

以下では，第２章で先行研究の検討から分析目的と分析方法を設定し，組織フィールド

を用いた分析の利点を示す。加えて，分析対象の現状を説明することで，分析対象の適切

性を示す。第３章では，分析対象となる波佐見焼産地の明治期から１９８０年代までの分業構

造の変遷を示す。加えて，フィールド内の行為者がフィールドに対して異なる認知をして

いることを示す典型的なケースも説明する。以上を踏まえ，第４章では，波佐見焼産地の

産地内分業構造の変化を考察し，産地内の多様性が生じる理由を考察する。その上で，集
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� その背景には，国際競争の激化に伴い，伝統的な集積地が衰退してきたこと（松原，１９９９；田
中，２０１８）や，シンガポールの金融関連企業の集積，アメリカの ICT 関連企業の集積であるシ
リコンバレー（Saxenian, １９９４＝訳書１９９５），イタリアの繊維産業の集積（Piore and Sabel, １９８４
＝訳書１９９３）などの顕著な成功例が現れたこと，経済政策における地域経済の重要性が増加した
こと（石倉ほか，２００３；松原，２０１３；山崎，２０１９）などが考えられる。
�　これについては，松嶋・水越（２００９），井上（２０１１）を参照。



積地を組織フィールドとして捉えることの有用性を示す。

２．先行研究と分析目的，分析対象の概要

　２.１　産地レベルでの環境適応から産地のイノベーションへ

産業集積に関する先行研究の焦点は，集積地の生産効率の優位性に焦点を当てる研究か

ら，集積地におけるイノベーションの創出可能性に焦点を当てる研究へと移行している。

前者の研究では，集積地の立地上の優位性を規模の経済や外部経済によって供給サイド

から説明する議論（Marshall, １９２０＝訳１９６６；Weber, １９２２＝訳１９６６）から始まり，中小

規模の企業の柔軟な専門化によって中小規模企業間の分業によるフレキシブルで分散的な

生産ネットワークによって需要サイドから供給サイドの分業構造の在り方を説明する議論

（Piore and Sabel, １９８４）へと移行してきた。すなわち，自然的社会的条件の下で効率性

の高い場所が生産地として選択されることで集積が現れ，生産地で生産される同種の製品

に対する大量の需要に対応した少品種大量生産体制が形成される。この過程で，外部経済

（Marshall, １９２０；Kruguman, １９８６＝訳１９９４）と輸送コスト（Weber, １９２２）による効率

性をもとに，集積地間の淘汰が生じる一方，生き残った集積地へ集積が加速し，その集積

地の外部経済の効果が増加していく。しかし，このような集積と外部経済の効果も同種の

製品に対する大量の需要が前提となっていることから，需要の多様化と需要の変化が早く

なると，必ずしも垂直統合企業や生産に特化した大規模生産設備を要する巨大企業が効率

的とはいえなくなる。そこで注目されたのが，「柔軟な専門化」（Piore and Sabel, １９８４）

や新産業空間論（Scott, １９８８；Storper, １９９７）であった。これらの議論は，中小規模企業

間の分業によるフレキシブルで分散的な生産ネットワークに焦点を当て，基盤技術の一貫

性を保持しながら，生産ネットワークを活用し需要の多様性と変化に対応することで効率

性が確保できることを示した。つまり，これらの研究展開は，生産物と生産量を所与とし

た上で企業内部のコスト効率に影響を与える立地条件として産業集積を論じてきた初期の

研究に対し，多種の生産物と需要量の変動を前提とした上で，生産効率を高める集積内部

の機能間分業の変化について論じてきたといえる。

こうした外部の需要条件が規定する集積地の生産効率の優位性に対し，集積地がもたら

す効果として企業の製品や製造工程のイノベーションがあることに注目したのが，Porter

（１９９０）のダイヤモンドモデルであった（金井，２００３）�。ダイヤモンドモデルでは，国の
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� イノベーションや学習を外部経済と捉えるかどうかは，それ自体微妙な問題を含んでいる。と



競争優位の決定因として，①要素条件，②需要要件，③関連産業・支援産業，④企業戦略

及び競争環境と，これらの要素間の関係（システムとしてのダイヤモンド）を挙げている。

とりわけ，これらの相互作用を強化する要因として，集積内の健全な競争，新規事業創造

を促す地域の環境，クラスター参加者を調整する公式・非公式のメカニズムの存在がクラ

スターを発展させるとしている。

このような焦点の移行に伴い，集積地におけるイノベーションの創出条件が論じられる

ようになった。例えば，Saxenian（１９９４）は，地域がもつ社会的・制度的枠組みの中で歴

史的に形成された地域産業システムの違いが市場・技術環境への適応の成否を分けたと説

明した。そこでは，シリコンバレーが関連技術の専門企業間での学習と柔軟な調整による

地域ネットワークをベースとした産業システムを形成してきたことがその成功要因とされ

た。これらの議論を契機に，集積内のイノベーションは将来的な集積の存続と集積内の機

能間分業の在り方の変化を規定すると考えられるようになる。集積地のイノベーションを

促進する仕組みとして，進化論的認識に基づく「産地の新陳代謝」（伊丹ほか，１９９８）と

いう認識が共有され，集積地内の機能間分業の構造とそれを形成する社会的・文化的要因，

産地外の企業との産地間分業の構造が注目されるようになる�。例えば，これらの要因に

は分業構造内の相互作用の仕組みとして，集積内の職業ネットワークと技術ネットワーク

（Saxenian, １９９４）や「需要搬入企業」の存在（伊丹ほか，１９９８），「場の情報」（額田，

１９９８，金井，１９９９），「学習」（Florida, １９９８），「仲間型取引ネットワーク」（加藤，２００９），

集積地内の企業の制約条件の克服による環境耐性・進取的集団特性・集団秩序・情報共有

規範の存在（藤本・河口，２０１０），歴史的に形成された集積地内の競争と協調に関する行

動規範（加護野，２００７），「産地アイデンティティ」（樋口，２０１９）などが示されている。

しかし，これらの議論では集積地内の企業間の協調を生み出すメカニズムへの言及は多

い一方で，協調が集積地間の競争においてどのような意味を持つのかという点について不

明確なままとなっている。

そこで，本稿では，集積地を焦点にしつつ，集積地内企業の類似性だけでなく異質性に
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いうのも，Saxenian（１９９４）が言うように，企業が明確な境界を持つ外部環境から完全に独立し
た生産単位ではあり得ないからである。とりわけ，集積地における学習やイノベーションの成果
がプロセスイノベーションである場合，外部経済を発生させやすい。だが，それらの成果だけに
着目した場合，成果の帰属先やそれらを実行する意図から分析上区別することは可能でもある。
本稿では，外部経済効果の理論的精緻化を図ることを目的としているわけではないため，さしあ
たって，イノベーションを外部経済とは区別して記述する。
� これらの要因は部分的には，統治者層と企業家の関係や偶然生じた事件（Marshall, １９２０；

Porter, １９９８＝訳１９９９），集積地内企業の「共同体としての一体感」（Piore and Sabel, １９８４）と
して既に論じられていた部分ではあった。



着目し，集積地内企業の機能間分業の維持と変化のプロセスを検討する。分析目的をこの

ように設定する理由は，先行研究と同様に，特定の集積地が持続するメカニズムを明らか

にすることは，地域の文化との関わりにおいて自生的に競争力のある事業システムを形成

してきた地域産業には，長期的な競争優位を可能にする事業システムの内容や構築に関わ

るヒントがあるからである（加護野，２００７，出口，２０１７など）。そして，もう一つの理由

は，集積地のあり方自体が戦略的な意味をもち，集積の境界線が自明ではなく，また集積

内においても多様な戦略上の布置が存在することを示すためでもある。

そのために，本稿では集積地を組織フィールドと捉える。組織フィールドは，「制度的

生活の認知領域（recognized area）を構成する組織の集合」であり，「特定のフィールド

の定義が制度化されている程度においてのみ存在する」（DiMaggio and Powell, １９８３, 

p.１４８）。「フィールドは，常に分析的な構築物であり，どのようにフィールドを定義するか

は，関心の対象となる現象に依存している」（DiMaggio and Powell, １９８３, p.１４８）。これ

は，観察者としての研究者だけに言えることではない。行為者もまた，自らが属するフィー

ルドを分析し，戦略・戦術を形成する。したがって，極言すれば行為者ごとにフィールド

の認知は異なる。フィールド認知の差異の発生理由として，行為者がフィールドを自らの

立脚する所与の環境として戦略・戦術を形成することもあれば，行為者自らが保有する能

力や資源を起点にフィールドを形成することもあるように，行為者が何を所与の起点とし

て捉えるかという点がある�。

また，組織フィールドという概念は，空間的近接性を前提とする，産業集積や「組織ポ

ピュレーション（organizational population）」（Hannan and Freeman, １９７７）と異な

り，実際に相互作用が行われている範囲（連結性）だけでなく，構造的同値性をもつ単位

をも含むことで，関係する多様な行為者にも焦点を当てることができる。このことは，生

産地と消費地が近接していないことの多い伝統産業の集積地において先行研究ではあまり

論じられてこなかった産地の歴史における文化的社会的要素とされるもの（例えば，進取

的集団特性や産地の不文律，産地アイデンティティなど）が産地間関係にも影響を受けて

いることを視野に含めることを可能にする。
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� 例えば Maguire et al.（２００４），Greenwood et al.（２００６）は，行為者がフィールド構造を所
与とし捉え，フィールド内の布置（中心・周縁）ごとに戦略が異なることを議論している。一方，
松嶋・水越（２００９）では，行為者が保有する資源や能力を所与として，各行為者のフィールド内
の布置が多面的であることを議論している。



２.２　波佐見焼産地の概要

本稿が分析対象とする波佐見焼産地（長崎県東彼杵郡波佐見町）は，有田焼産地（佐賀

県西松浦郡有田町）と並び，江戸時代から続くとされる陶磁器産業の集積地の一つである�。

現代の日本において，陶磁器はファインセラミック製 IC 基盤や，理化学用・工業用ファ

インセラミックス，衛生陶器，電気用特殊陶磁器，碍子・碍管，タイル，和・洋飲食器，

置物などの形で製品化されている。これら製品群の中で，波佐見焼産地は伝統的に磁器製

和飲食器の生産・流通を担ってきた。

他の伝統産業と同様に，本稿が分析する陶磁器産業は，１９９０年代半ば以降，年々市場規

模が縮小している。図１は，現在の日本の陶磁器製和飲食器出荷額の経年推移を示したも

のである。２０１７年時点でピーク時の約１,２９５億円（１９９１年）の約２５％の約３０７億円（２０１７年）

にまで縮小している。

しかし，その一方で出荷額のシェアを産地別に見た場合，陶磁器産業全体の縮小傾向の

中で，長崎県の陶磁器産地は，以下の図２が示すようにシェアを徐々に伸ばしている。

そこで，本稿では長崎県の主要な陶磁器産地である波佐見焼産地に焦点を当て，明治期

から昭和５０年までの期間における機能間分業の歴史的な維持と変化のプロセスを明らかに

することを目指す。
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� 長崎県内には波佐見焼（波佐見町）のほかにも，三川内焼（佐世保市），現川焼・長与焼・鵬ヶ
崎焼・亀山焼（長崎市），肥前吉田焼・志田焼（嬉野市），高浜焼（天草市）などがある（林，１９６０）。

� 図１，図２は陶磁器和飲食器であるため，陶器製和飲食器も含まれている。磁器製和飲食器の
みに関する正確な統計データは明らかではないが，日本の陶磁器業界において磁器製日用和飲食
器の製造は美濃焼産地（岐阜県）よりも波佐見焼産地（長崎県）が担ってきたと認識されている。

出所：工業統計より著者作成�。

図１　陶磁器製和飲食器出荷額の推移（単位：百万円）



波佐見焼は，長崎県東彼杵郡波佐見町と川棚町において生産されている。波佐見焼の主

な産地である長崎県東彼杵郡波佐見町と，有田焼の産地である佐賀県西松浦郡有田町は，

県は異なるが隣接する産地であり，各産地の中心部である JR 有田駅と波佐見陶磁器工業

協同組合事務所との距離は，西九州自動車道波佐見有田 IC を挟んで，わずか６km 程度

の距離である。したがって，肥前窯業圏として一括りの産地として呼称したり，隣接産地

であることから有田焼として出荷してきたこともある。しかし，日本で磁器生産が始まっ

て以来，有田町が長崎県に属した明治期の一時期を除いて，監督する藩や自治体が異なっ

ていた。また，生産される製品（有田焼は主に美術品や旅館・割烹用の高級磁器であり，

波佐見焼は日用品磁器）や主要な生産機能とそれに対応する分業構造も異なり，さらにそ

の消費者層も大きく異なっていた�。したがって，本稿では隣接する産地であることから，

明治期以降，個別企業間での協調的関係は存在するが，異なる産地として理解する。

日本の陶磁器の生産・流通体制は，他の多くの伝統的工芸品と同じく高度に分業化され

ている�。波佐見焼産地における陶磁器生産の分業体制は，以下の図３のようになってい

る。
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� いずれの産地も，例えば，有田焼産地では深川製磁，香蘭社，波佐見焼産地では白山陶器のよ
うな一貫メーカーは存在する。しかし，有田焼は主に上絵付，波佐見焼は主に生地成型と下絵付
けだとされている。問屋機能については，後述するように両産地の商品をそれぞれの産地問屋が
扱うことが現在も続いている。
� 日本の伝統産地の産地内分業構造は，①原材料から製品（完成品に至るまでの生産工程の各段

階に専門分化したタイプ，②製品または完成品に組み立てる各部品に専門分化したタイプ，③製
品または完成品に組み立てる各部品が全国的な社会的分業組織（製造問屋や総合問屋）の中で調
達されるタイプに分けることができる（小原，１９９０）。小原（１９９０）によると，陶磁器産地は，
①に当てはまる。

出所：工業統計より著者作成。

図２　陶磁器製和飲食器の産地別シェア（出荷額ベース）



波佐見焼の生産工程は，まず主原料となる天草陶石を陶石業者（主に熊本県天草町に所

在）が採石し，これを原料に陶土業者（主に佐賀県嬉野市塩田町に所在）が陶土へと加工

する。陶土は石膏型業者が制作する型をもとに生地業者や窯元が手ロクロや蹴りロクロ，

圧力鋳込み，泥漿鋳込みなどの方法により成型し，窯元が素焼き→下絵付け→施釉→焼成

を行う。焼成した製品はそのまま販売される場合，製品は「染付磁器」と呼ばれ，「染付

磁器」に上絵付けを施し焼成した場合，「上絵磁器」として販売される。下絵・上絵付け

は，筆による絵付け，判子やパッド印刷による絵付け，転写紙業者が制作する転写紙を利

用した転写といった技法があり，製品特性や価格設定，販売する顧客をもとに窯元や問屋

によって選択される。完成された製品は，窯元から産地問屋に販売され産地問屋から消費

地問屋を通し小売店に販売される（主に百貨店や総合スーパー，ディスカウントストア，

雑貨店など）ほか，窯元の同業者組合である工業組合による共同販売によって産地問屋や

小売店に販売されたり，窯元から直売商を通じて直接消費者に販売されたり，窯元や産地

問屋から直接最終消費者に販売（消費地問屋直営店や直営ネット通販，外食チェーン店な

ど）される。これ以外に，波佐見焼産地の染付磁器は，有田焼産地の産地問屋に販売され，

有田焼産地で上絵付が施され，消費地問屋や消費者へと販売されている製品や，試作品生

産という形で消費地問屋に販売されるものもある。

以上の過程では，上述の専門業者の他に，段ボールおよび木箱製造業者，包装資材製造

業者，運送業者，輸出業者，工業デザイナー，テーブルコーディネーターや，テーブルウェ

ア・フェスティバルなどの各種見本市主催業者や，自治体（長崎県・波佐見町），窯業技

術センター（長崎県，佐賀県），窯業大学校（現：佐賀大学芸術デザイン学部）などの関

連機関との分業・協業も行われている。
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出所：市川（１９８１），下平尾（１９８３），および長崎県立大学学長プロジェクト編（２０１６）
に基づき，著者作成。

図３　波佐見焼産地における分業体制（２０１９年時点）



このように波佐見焼産地が複雑な分業構造となっている背景には，後述するように高級

品産地である有田焼産地が隣接しているということに加え，波佐見焼産地の歴史的経緯と

して，藩窯として厳格な技術の管理体制が構築された有田焼産地と異なり，民窯として成

立してきたことにより，小規模な窯元が多かったことも関係している。

３．ケ　　ー　　ス

　３.１　江戸後期から戦前まで：産地間分業の発生に伴う問屋支配の発生

明治期以降の波佐見焼産地の分業構造は，有田焼産地の分業構造と密接に関連し発展し

てきた。江戸期において，両産地はそれぞれ異なる磁器製品を生産・販売してきた。有田

焼産地が大名や貴族への献上品として精巧な技巧が凝らされた高級磁器を生産してきたこ

とに対し，波佐見焼産地では青磁のような高級品も一部生産していたが，主に一般庶民が

利用する使い捨ての器「食らわんか椀」や輸出用の醤油瓶「コンプラ瓶」などの相対的に

粗雑で安価な製品も生産してきた�。しかし，両産地共に，江戸期においては藩（有田焼

産地は鍋島藩，波佐見焼産地は大村藩）がその生産・流通を統制してきた�。

しかし，明治政府の誕生（明治元年：１８６８年）により両産地は藩の庇護のもとによる生

産・流通体制が崩壊し，両産地では株仲間（窯元・蔵元）が解散され，生産に携わった人々

は自由に仕事を選んだり，業態を拡大できるようになった（鈴田，１９８５）�。これにより，

有田焼産地では，生産・流通機能の分業体制が変化した。例えば，窯元が上絵業者（赤絵

師）に進出したり，上絵業が窯元に進出したり，窯焚き職人が窯元になったり，産地商社

（産地商人）がデザイン機能を担うことも可能になったことにより，新規創業（主に窯元

と絵付師）を行いやすくなった。他方で，波佐見焼産地でも，明治政府の誕生は，窯元に

対し販路の喪失という形で大きな影響を与えた。というのも，両産地ともに，主に近隣の

伊万里港（佐賀県）から伊万里商人を経て出荷していたからである。そのため，波佐見焼

産地では，江戸後期に大量生産体制を支えた登り窯がその役目を終え，窯元は操業を停止
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�　江戸末期の陶磁器流通に関しては，山形（２００８），宮地（２００８），大森（２０１５）などを参照。
� 江戸期までの有田焼産地では，大名や貴族への献上品としての有田焼の価値を維持するために，

製法や技法が他藩に流出しないように厳格な分業に基づく生産・流通管理体制を築いていた。具
体的には，佐賀藩による専売制度のもと一部の例外を除き，窯元と絵付の兼業禁止，陶業従事者
の免許制・一子相伝制が敷かれ（柴田，２００８），また，流通においても株仲間による独占体制が
敷かれていた（江頭，１９３４）。一方で，波佐見焼産地は不明な点が多いものの，免許制や一子相
伝制はなく，原材料となる呉須の管理と流通における蔵元があった程度であった。
� この過程では，商品流通の支配権をめぐり商人と窯元の対立が発生し，商人が窯元を育成する

ようなこともあった（下平尾，１９７７）。



するか，個人経営の小規模な窯へと転じていった。

このような藩の庇護のもとによる生産・流通体制の崩壊の影響は，有田焼産地で業態を

拡大しデザイン機能を担おうとした産地商社や，販売機能へと進出した上絵業者，新規創

業窯元などの半製品需要（染付け磁器など）を生み出し，販路を失った波佐見焼産地の窯

元が，それらの企業に産地問屋を通して染付け磁器を供給するような産地間分業が生み出

された。

また，従来，両藩はそれぞれ独自に産地内の統制だけでなく消費地との調整も行ってい

た。したがって，藩の庇護が崩壊したことにより，産地間分業と消費地との調整を担う組

織が必要となり，その機能を両産地の産地問屋が担うようになり，その影響力も非常に大

きなものとなっていった。とりわけ，新規創業企業の多くは小規模かつ零細企業であった

ため，江戸期に佐賀藩の専売制度の庇護と地理的メリットを享受し，豊富な資金力を蓄積

してきた伊万里商人によって流通面と金融面から支配されていった。その結果，有田焼は

買い叩かれ，粗製濫造による技術の衰退と窯焼きの困窮化という事態を生み出していった

（下平尾，１９７７；柴田，２００８）。

この有田焼産地での産地商社と窯元との対立関係も波佐見焼産地に影響を及ぼした。伊

万里商人の支配からの脱却を目指し有田の窯元は独自の流通機構として佐賀藩と有田の窯

元・商人の出資の下，伊万里商社（明治３年：１８７０年設立）を設立した（松本，１９９６）�。

伊万里商社は，有田・伊万里地域の窯元の製品を伊万里商社の倉庫に蔵入れし，伊万里商

社外には一切の販売を行わず，伊万里商人が商品を必要とするときには，伊万里商社から

買い入れることを定め，違反者には相当の制裁を加えた。しかし，伊万里商人は伊万里商

社を介した仕入れを強いられることに抵抗し，出資は見合わされ，伊万里商社から販売権

を剥奪された伊万里商人は，伊万里商社に仕入れを行わない三川内（長崎県）や波佐見の

窯元との取引を拡大する一方，新興窯元を育成したり，旧来の窯元との金銭貸借関係や縁

故関係を活用し，伊万里商社の統制を切り崩していった（下平尾，１９７８）。結果的に，伊

万里商社は，明治４（１８７１）年には解散し，伊万里商人が再度その支配権を確立すること

となった（柴田，２００８）。

このようにして波佐見焼産地は，大村藩の庇護を失った明治期以降，自力で営業基盤を

確立するか，それができない窯元は，伊万里商人との取引の中で「仕込み窯のようになり
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� これにより，商社主導の価格と支払い条件の決定，商品の品質検査に加え，生産品目，生産数
量に至るまでの権限を窯元主導へと変化させようとした。



営業費の大部分を問屋に融資して貰い，製品で返済する」（福重，１９８９，p.７９）ことで生き

残りを図ることとなった（波佐見町史編纂委員会，１９８１）。この時期，波佐見焼産地の製

品は，主に伊万里商人を介して伊万里港から大阪・京都をはじめとした大都市に販売され

ていた。その後，鉄道が開通（明治３０年：１８９７年）し，伊万里商人も有田に移り住む者が

増加し，伊万里商人と有田商人が大都市圏への流通を担っていく。他方，波佐見の産地商

社は，主に九州（特に，熊本や福岡などの近隣都市や鹿児島のような伊万里商人が参入し

ていない産地）に向けて販売していた（福重，１９８９）。

このような問屋支配の流通体制の中で，波佐見の窯元が対策を講じなかったわけではな

い。明治３８（１９０５）年には，融資と製品の販売斡旋を目的とした上波佐見陶磁器信用組合

を設立している（明治３９（１９０６）年に上波佐見陶磁器信用販売組合に改組）�。この組織は，

当時の村長の斡旋により資金の融通機関として始まり，その後製品や価格の統一向上のた

めの入札会を行う組織で，窯元の強制加入の下，設立された（波佐見町史編纂委員会，１９８１；

福重，１９８９）。しかし，大正５（１９１６）年，この組合は負債を抱え破綻する。その負債は

無限責任かつ組合員の共同保証であったため，組合員であった窯元は一様に財産の差し押

さえにあっている。信用組合の負債処理については正確なことは不明であるが，東彼杵郡

の郡長の仲介により整理されたと言われている（福重，１９８９）�。上波佐見陶磁器信用組合

の破たん後は，上波佐見村の窯元に手数料を支払い，伊万里陶器株式会社が入札会を組織

し委託販売していた�。しかし，大正７（１９１８）年に再度，上・下波佐見村と折敷瀬（現

在の三川内焼産地）の窯元の出資により，共同販売のための入札会を行うことを目的とす

る長崎県東彼杵郡陶磁器株式会社が設立された（馬場，１９６９；波佐見町史編纂委員会，１９８１；

福重，１９８９）�。大正１０（１９２１）年には，上・下波佐見村の窯元が利用していた長崎県東彼

杵郡陶磁器株式会社は，主に有田焼窯元を対象に同様の機能を果たしていた肥前陶磁器株

式会社と合併し，昭和１５（１９４０）年に日陶連の共販体制に移行したことにより業務停止と

なり，解散した。合併後の会社（肥前陶磁器株式会社）は比較的長期にわたり存続したが，

入札時に一定程度の品質差に合わせた価格設定がされているものの，商社の力が強いため
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� なお，同時期の明治３８年に下波佐見村でも窯元の出資により稗山陶磁器合名会社が設立され，
原材料の共同購入，国有林からの燃料材払い下げに加え入札会を行ったが，上波佐見陶磁器信用
販売組合と同時期に行き詰まった（福重，１９８９）。
� 大正７年には，中尾山の窯元を組合員として現：波佐見陶磁器工業協同組合の前身にあたる長

崎県東彼杵郡陶磁器同業組合も設立されている。福重（１９８９）は，同組合は主に窯元内の労務対
策が協議されたと推察している。
� 伊万里陶器株式会社は，明治４４年に伊万里商人と伊万里の窯元によって設立された商社で，有

田町以外の肥前地区の陶磁器製品を委託販売する入札を業務としていた（松本，１９９６）。
�　波佐見町史編纂委員会（１９８１）によれば，この組織は職工争奪防止という目的もあった。



入札時の価格で取引ができるわけでなく，商社の選別により，予定金額から２～７％程 

度落ちることがあり，必ずしも窯元が満足できるものではなかったとされている（福重，

１９８９）�。このような販売慣行は，前述の日陶連の共販体制と戦時中の価格統制令まで存続

していた。

大正末期から昭和初期の戦時下における生産統制および価格統制に至るまでは商社に関

する記録が乏しいが，問屋支配による産地間分業体制が継続したと考えられる。一方で，

この時期には生産の側でのさまざまな変化が生じている�。それは，登り窯から石炭窯へ

の転換である�。石炭窯には様々な利点があった（波佐見町史編纂委員会，１９８１）。第１に，

単一窯なので登り窯のように全ての窯の準備を待たずに火入れができるため，回転が速い

点である。第２に，平地に築くことができ単窯であるため，工場内や工場の近くに容易に

築ける点である。第３に，燃料の石炭は入手が容易で，その利用においても窯焼き職人の

ような熟練が不要な点である。その他にも，小資本で設置できるため，創業しやすいとい

う点があった。また，大正１３（１９２４）年には，ゴム判での絵付けが始まっている（馬場，

１９６９）。大正１４年（１９２５）年には，山慶窯で「鋳込み講習会」が開かれ，石膏型を利用し

た鋳込み成型が普及し始めた。さらに，大正１５/昭和元（１９２６）年には電力を利用した電

動ロクロや土練機やスタンパーを利用する窯元が現れ始めた。これらの新しい技術の普及

には，長崎県窯業指導所の講習会が大きく貢献している�。

また，波佐見町史編纂委員会（１９８１）によれば，一部の窯元は明治期後半から昭和初期

より，徐々に陶石の採掘地であった山間部から平地に移転を図っている。これは，明治期

中期，波佐見焼産地で主流であった三股陶石から不窯（焼き損じ）の少ない天草陶石へと

原料が変更されたことによる。また，この時期，従来の椀や湯呑，徳利などの生産品目に
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� これは，合立取引とよばれ，一つの商品に対し，品質で上と下が分けられ，それぞれにパーセ
ントとその製品数が記載されている（福重，１９８９）。したがって，飯椀を４００個が，上が３５０個，
下が５０個あり，それぞれ上に９５％，下に７０％とされているとき，単価５００円で入札すれば，（５００
円×９５％×３５０個）＋（５００円×７０％×５０個）となる。
� 波佐見町史編纂委員会（１９８１）によれば，それ以前の生産面での変化は下記のようなものがあ

る。明治１４（１８８１）年頃には原材料である陶石が波佐見町内の三股陶石から天草陶石（熊本県）
へと変わり，また明治１６（１８８３）年に陶石の粉砕に水車が利用されるようになった。さらに，下
絵に関しても，明治８（１８７５）年頃から「形うち」が行われるようになり，明治１６年頃から形う
ちに手書きで加筆する手法がとられるようになった。さらに，明治２４（１８９１）年頃から銅板転写
も始められるようになり，その後，それに手書きで加筆する手法がとられるようになった。その
結果，精密な手書き製品自体は減っていったとされている。登り窯の窯詰めに関しても，明治３７

（１９０４）年には従来の「天秤詰め」よりも多くの製品を焼成できる耐火土で作られた棚板を利用
した「棚詰め法」が開発され波佐見焼産地で普及していった。
� なお，波佐見町の最初の石炭窯は，大正元（１９１２）年に中尾山で田中宇太郎氏によって築かれ

た（波佐見町史編纂委員会，１９８１）。
� これ以外にも，波佐見焼産地で県の補助を得ながら民営の陶工養成のための意匠伝習所が，明

治３５（１９０２）年から昭和４（１９２９）年まで存在していた。



加え，太物（壺，便器，酒樽など）を生産する窯元が現れ，それらの生産に多量の陶土と

燃料を使用するため，彼らにとって平地移転は輸送上の利点もあった。

以上のように明治期から戦前期までは，それ以前の藩による生産・流通体制の支配が崩

壊したことにより，需要の搬入経路を自ら獲得する必要が出た窯元は需要に応じて小規模

化したため，伊万里・有田商人を中心とする問屋支配の下で存続を図るか，有田窯元の一

部下請け的位置づけになることによって存続を図った�。また，問屋による価格圧力に対

抗するため，一部の窯元は技術導入や立地の効率化に積極的に取り組んだと言える�。

３.２　戦後から昭和５０年まで

戦後から昭和５０年までの波佐見焼産地の分業構造は，朝鮮特需や高度経済成長による急

激な需要増加を背景に，明治期以来に始まった産地問屋による窯元支配の関係が和らぐ一

方，波佐見焼産地内の分業構造の細分化（窯元から生地業の分離，産地商社の上絵付業へ

の進出）と，有田焼産地との産地間分業構造（有田焼直売商への完成品，半製品の供 

給）を強化する形で発展してきた。

３.２.１　生地成型業の変化

昭和３０年代から生地業・窯元・産地商社の創業数が増加している（表１・表２・表３参

照）。生地・成型業の創業の増加（表１参照）は，需要拡大への対応として，１）機械化

（機械ロクロ，重油窯・ガス窯，トンネル窯など）と，２
　

 ）窯業労働力の不足に対する農

業労働力による補完，３
　

 ）生地・成型業の業種的特徴という背景によって生じた（下平尾，

１９７８；関根，１９８２）。

波佐見焼産地では大量需要への対応として機械化の必要性が高まっていた。しかし，全

ての生産工程を機械化するためには資本蓄積が不十分であった。そのため，焼成工程を中

心に昭和３０年代後半から石炭窯から重油窯へ，登り窯から単窯・トンネル窯へと，そして

昭和４０年代中頃からガス窯への移行が先行して行われた。このような焼成工程の機械化は，

歩留まり率を上昇させるだけでなく，焼成時間を短縮し回転率を上昇させた（関根，１９８２）。

これにより，焼成の前工程である生地・成型の低能率が生産量拡大へのボトルネックとし

て意識されるようになった。
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� 大正時代に入ると，福田商店（現・西日本陶器）や浜田商店（現・浜陶）のような一部の波佐
見商社も有田商人と同様に，東京や大阪の都市部に取引先を拡大している（福重，１９８９）。
� 波佐見町史編纂委員会（１９８１）によれば，石炭窯の波佐見焼産地内の普及は昭和初期であり，

機械ロクロの普及も昭和１５・１６（１９４０・１９４１）年頃までかかった。



当時まだ機械化がされていなかった生地・成型工程において，量産化のためには大量の

人手を活用することになる。しかし，新規労働力として期待される波佐見近郊の中卒者の

減少と進学率の上昇，県外就職の増加という側面と，高度経済成長の影響を受け賃金上昇

圧力の上昇により，産地として生地・成型工程に携わる人材の確保は困難であった。その

ため，産地の雇用は低賃金労働力である女子・高齢労働力の雇用に向かった。しかし，総

じて彼女らは労働意欲が低い（欠勤率・離職率が高い）ため，「一方で低能率・低生産性

を，他方で労務対策強化の必要性を」（関根，１９８２，p.１３０）引き起こした。

このような中，成型された生地への需要の増加は男性労働力による生地・成型業者の創

業によって対応された。この解決策は，波佐見焼産地の主力産業が窯業と農業であったこ

とと関係している（下平尾，１９７８）。というのも，生地業や成型業は高度な技術的熟練や

大規模な生産設備を必要とせず，また，出稼ぎのような季節労働と異なり，自宅の納屋等

で働ける上，労働時間がそのまま貨幣収入に反映されるため，農業と兼業しやすかった

（下平尾，１９７８；久保田，１９８２）�。加えて，昭和４０年代の波佐見焼産地の農業は，圃場整

備と大型機械化が進んだことで，兼業しやすかった側面もある（波佐見町史編纂委員会，

１９９３）このような理由で，窯元や長崎県窯業試験場で３ヶ月から６ヶ月修業した職人が生

地製造業者として独立するケースが生まれた（関根，１９８２）。こうして成型された生地へ

の需要側（窯元）の問題と労働力の供給側の条件が合致した昭和３０年代後半から４０年代後

半にかけて，生地・成型業の創業が急増した。

焼成工程での量産体制の確立による生産効率の高まりに対応する形で，生地成型工程に

も機械化の影響が及んだ（波佐見町史編纂委員会，１９９３）。昭和３０年代頃までは，戦前か

ら普及していた機械ロクロ成型が多かった。しかし，４０年代に入り，兼業生地業者が増加

するにつれ，泥漿鋳込み成型が増加し，昭和５０年代以降は，乾燥機付きローラーマシン成

型や圧力鋳込み成型が徐々に増加した。

生地・成型技術の変化に伴い，成型のための石膏型の分業も進んでいった。型は主に泥

漿鋳込みで使用されるため，泥漿鋳込みが普及し始める昭和３５（１９６０）年頃から石膏型業

が生まれている（波佐見町史編纂委員会，１９９３）。
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� これは機械ロクロ成型に比べて泥漿鋳込み成型の方が，技術的熟練度が低いという意味である。
とはいえ，近年では生地業の技術的熟練に対して窯元は敏感になっている。というのも，当時

（戦前期から昭和４０年代までの生地業の創業が増加した時代）と現代では生地の品質に対する要
求水準が異なるからである。とりわけ，複雑な形状も成型可能な排泥鋳込み成型においては，原
料となる陶石の質の問題に加え，形状や生地の厚み，収縮率の問題など成型時に考慮すべき要素
は多数存在し，窯元の要望に応えられる技術を保有する生地業者の不足が近年問題化しているか
らである。



３.３.２　窯元の変化

戦前，肥前陶磁器株式会社が行い，戦中の価格統制によって消滅していた入札会の仕組

みは，工業組合の下で共販事業として昭和２５（１９５０）年に開始された。共販事業は窯元の

生産意欲を高めさせ，品質向上と生産増強をもたらした（福重，１９８９）。というのも，戦

前の商社支配の下での予定価格以下での販売が強いられていたことに加え，戦後から共販

制度の開始前まで，窯元は産地・消費地商社との直接取引であったため，商社の交渉力が

強くなりがちであったからである。その意味で，長崎県波佐見陶磁器工業協同組合（現：

波佐見陶磁器工業協同組合）による共販事業としての入札会での取引は，以前の取引に比

べ，窯元にとっては卸価格を維持する仕組みとして有利に作用した�。この共販事業は，
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� この数値は１９８０年時点で「波佐見商工業者および医院等名簿」に記載された生地業者４２１社に
対して行われたアンケートで明らかになったものであり，調査時点において名簿に記載されてい
ない廃業した企業は含められていない。なお，関根（１９８２）は出所を明記していないが，本文中
では，「昭和３６年にはわずか６４業社に過ぎなかったが，４１年には１４７，４６年は２５９，５０年代はおよ
そ５００～６００と言われるほど増加している」と記述している。

� 類似の調査として，綱（２０１６）もある。しかし，本稿では，異なる調査時点のデータを用いた
場合，最新のデータがもう一方の調査後から最新の調査の間までに廃業した企業を含まなくなる
ため，また他の集計データとの比較に困難をきたすため，岡村（１９８２）を掲載した。これは，例
えば戦前の創業者数が岡村（１９８２）では２１社であるが，綱（２０１６）では５社になっている点につ
いて，１９８２年から２０１６年の間に，少なくとも１６社の窯元が廃業していることを意味するが，綱（２０１６）
のデータを利用した場合，その１６社は捨象されてしまう。この問題は当然，岡村（１９８２）の調査
にも存在し，波佐見町史編纂委員会（１９８１，pp.１２８�１２９）によれば，明治３（１８７０）年の時点で
現在の波佐見焼産地の四皿山の合計で１２７の窯（うち，旧上波佐見村１１５窯，下波佐見村１２窯）が
存在していたことが分かる。なお，この資料では複数の窯を所有する企業があるため窯数と企業
数は一致するわけではない。さらに，明治１７（１８８４）年の時点では１９５戸（うち，上波佐見村１７０
戸，下波佐見村２５戸；同，p.２６６）であったのが，明治４３（１９１０）年の段階で上波佐見村の窯元が
６８戸，さらに大正４（１９１５）年までに４５戸に急減している。しかし，大正６（１９１７）年には５９戸
に増加している（同，p.４３５）。

� 一方で，昭和４０年頃に共販制度に不満を持つ５つの窯元が工業組合を離脱，昭和４２年に復帰し
ている（陶業時報，昭和４１年７月５日付記事，昭和４２年６月１５日付記事，１２月１５日付記事）。

表１　生地・成型業の創業年ごとの企業数

生地・成型業

２５昭和２５年以前

６昭和２６～３０年

１４昭和３１～３５年

４１昭和３６～４０年

４０昭和４１～４５年

５０昭和４６～５０年

１８昭和５１～５５年

９不明

２０３社計

出所：関根（１９８２，p.１３５）より引用�。

表２　窯元の創業年ごとによる企業数

窯元

８江戸，明治

３大正

１０戦前昭和

６昭和２０年代

８昭和３０年代

１９昭和４０年代

１３昭和５０年代

６７社計

出所：岡村（１９８２，p.４７）より引用�。



その後も図４に示すように，１９９０年代半ばのバブル崩壊まで，日本の高度経済成長の過程

で販売実績を増加させ続けた。

窯元の変化は，商社に対する販売方法に限らず，戦後以降の日本の経済成長に伴う磁器

製品（特に日用和食器）の需要増加に対応した形での焼成工程と装飾工程の機械化の側面

と，生産工程の機械化に伴う分業化（先述の生地成型業の創業と，後述する商社による絵

付け業の内製化）の側面で進行した。

波佐見焼産地の窯元における機械化は，焼成工程と装飾デザイン工程に現れた。焼成工

程においては，戦前に普及した石炭窯を昭和３５年頃から重油窯に転換する企業が増加し，

昭和３６年には波佐見で初めてのトンネル窯が導入され，その後，大手窯元に普及していっ

た（波佐見町史編纂委員会，１９９３）。他方，その頃の中小の窯元では，シャトル窯や間欠

式重油窯が普及した。さらに，昭和４３年頃からガス窯が急速に普及し，昭和４７年にはガス

トンネル窯が普及していった�。トンネル窯の普及過程では，洋食器の量産産地である美
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� 岡村（１９８２，p.５０）では，波佐見町に設備投資への貸付対象機械台数を示しており，昭和３０～
４０年代に重油窯・ガス窯が積極的に導入されてきたことを示している。また，我々の窯元へのイ
ンタビューにおいても，窯導入時期が同時期であることが確認できている。現存する企業では，
重油燃料用トンネル窯は昭和３８（１９６３）年に白山陶器が，ガス燃料用トンネル窯の導入は昭和４７

（１９７２）年広田陶器（現・和山）に続き，西山，高山，白山陶器などが順次導入している（波佐
見町史編纂委員会，１９８１）。

出所：『波佐見陶磁器工業協同組合８０周年記念誌』より著者作成。

図４　波佐見陶磁器工業協同組合の共同販売事業実績（単位：千円）



濃焼産地に波佐見陶磁器工業協同組合が視察団を派遣し，その結果，主要な窯元も窯の大

小はあったが相次いで導入した。しかし，大規模な窯の導入は稼働率の問題から大量発注

が前提となり，単価の引き下げ（実際には物価が上昇しているため，卸価格の維持）圧力

を生み出した。その結果，需要が拡大している局面ではあったが，大規模なトンネル窯を

導入した一部の窯元は，物価上昇に伴う生産コストの上昇や，品質向上（装飾工程の手書

き等）による他の窯元との差別化による生産コストの上昇に対応しきれずに苦境に陥った

窯元も現れた。

需要拡大に伴う生産量の拡大は，製品デザインに関わる装飾技法にも影響を及ぼした。

波佐見町史編纂委員会（１９９３）によると，波佐見焼産地の主要製品は，昭和２０年代まで白

磁に呉須を使って手書きした染付製品が多かった�。昭和２５年頃から，化粧がけ法の製造

工程の改良，昭和３０年頃から吹きかけ法の開発・改良などが行われ，手書き工程を削減す

ることによる生産効率の改善が行われてきた。さらに，昭和４０年代からは，ゴム判絵付け

や，スポンジ絵付けが普及した�。昭和５０年代には，「蛍手」と呼ばれるデザインが開発さ

れ，加工機械メーカーにより生産機械が開発されたことにより，多くの窯元が「蛍手」を

生産した。これらの他にも「イッチン」，上絵転写の技術も開発されている。

戦前から戦後すぐまでの製品の絵柄や形状といったデザインは，窯主と窯元が雇用する

画工によって決定され，この決定を基に見本（手頭）を作成し，商社と相談して量産に進

むという流れが一般的であった。しかし，昭和３５（１９６０）年に白山陶器のデザイナーであ

る森正洋氏が「Ｇ型醤油さし」により，第１回グッドデザイン賞を受賞し，同品をヒット

させたことにより，白山陶器は産地ブランドというよりも窯元ブランドを志向した。また，

白山陶器の成功は，波佐見の多くの窯元に影響を与え，デザイナーの雇用や，デザイン室

を設置する窯元が増加した�。

窯元の機械化と生産工程の分業化の進行は，戦後以降の創業数の増加（表２）を後押し

した。昭和初期までの窯元の創業の増加は，先述の有田焼産地の産地間分業の進展による

需要の増加が原因と考えられる�。一方で，戦後から昭和３０年代までは，既存の登窯（連
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� 先述したようにゴム版を利用した絵付けは既に始まっていたものの，昭和４０年代に入るまで普
及していなかった（波佐見町史編纂委員会，１９９３）。
� 但し，装飾工程の全てが機械化されたわけではなく，より高価格帯を狙う商品には手書きの絵

付けやグラインダーでの掘り出し，「ダミ」の併用など，部分的な手工業的作業を伴っていた。
� もちろん，デザイナーの普及は森氏のみの影響というわけではなく，昭和４０～５０年代にかけて

業界紙である陶業時報に継続的に記載されている需要急増に対応した各企業の製品差別化という
問題意識も反映している。白山陶器と森正洋氏については，上野ほか（２０１３）および森正洋を語
り・伝える会（２０１２）を参照。
�　この時期，創業した窯元は現代の波佐見焼産地の中でも量産能力の高い窯元が多い。



合窯）のキャパシティの問題や，単窯（石炭窯）であっても焼成に失敗した場合，廃業に

直結してしまうリスクの大きさや，焼成の原料となる薪の不足などが関係し，創業数はあ

まり多くなかった。

しかし，昭和４０年代の急激に窯元の創業数が増加した。その要因の一つに，先述の機械

化，とりわけガス窯の普及による不窯リスクの減少がある�。当時，窯元の間では，「１回，

不窯を出すと，夜逃げしなければならない」と言われていた。というのも，当時の波佐見

焼産地では十分な資本蓄積をした上で窯元を創業できるほど，現金収入のある仕事が存在

しなかった。したがって，不十分な資本蓄積の下で創業し，後払いで原料の確保・焼成・

下絵付けのコストを確保し，焼成に成功することでコストを回収するという仕組みであっ

た�。しかし，重油窯やガス窯の普及は，それ以前の薪窯や石炭窯よりも温度管理がしや

すくなり，不窯リスクを格段に押し下げた。

また，窯以外にも労働力不足，とくに女子・高齢労働力の活用に対応した形でゴム版・

転写の技術や，生産工程の流れ作業化が導入されたことにより，技術的熟練の育成期間が

短縮されたことも創業のしやすさにつながったと考えられる。これは，特に絵付け工程に

おいて，さまざまな手法によってなされる絵付け工程の各部分を一工程として分担し，単

純化することで習熟を容易にした�。

さらに，生産技術以外にも，日本の高度経済成長に伴う日用和食器の需要の急増もその

要因として考えられる。当時の日本は高度経済成長の真っ只中であり，集団就職などによ

る都市近郊での新築住宅需要を背景とした家庭用品の需要が高まっていた。このような製

品需要の高まりを認識した昭和３０年代に急増した生地・成型業者は，より多くの利幅の獲

得が可能な窯元へと業態拡張した。

３.３.３　産地問屋の変化

戦後から１９７０年代までの磁器製日用和食器の需要増加は，産地・消費地の問屋による販

路の拡大によって達成されていった。そのため，波佐見焼産地に限らず，日本の磁器産地

においては商社の窯元に対する影響力は強い傾向にある�。
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� 重油窯やガス窯の導入は，各窯元の山から平地への移転を促進した。というのも，登窯は斜面
に築く必要があったが，重油窯やガス窯ではその必要性がなかったからである。また，この窯の
転換と窯の移転により，窯の焼成温度を管理する窯炊き師や，生地や焼成済製品を運搬する運搬
人などの仕事もなくなっていった。
� このことが問屋金融に依存を引き起こし，結果的に問屋支配を形成する一因になったと考えら

れる。
�　絵付けの手法には，手書き，だみ，すじ引き，ゴム版，転写，イッチン書きなどがある。
�　有田焼産地については下平尾（１９７８）及び山田ほか（２０１９），美濃焼産地については出口（２０１７）。



戦後の波佐見焼産地の陶磁器の流通ルートは主に産地問屋から消費地問屋を経由して各

種小売店に販売された�。戦後から昭和４０年代までの消費地問屋の主要な卸先は，陶磁器

専門店や百貨店の店頭販売から始まり，たち吉が開始した頒布会が広がり，百貨店ギフト

（ブライダルギフト），ダイエー，イトーヨーカ堂，ジャスコなどの量販小売店，雑貨店や

カタログギフトへと変化している。

戦前の主に伊万里・有田商人による流通体制の問屋支配は，戦中の価格統制，戦後の共

販制度などにより緩んだものの，戦後以降の消費需要の拡大により問屋支配の構造を維持

したまま，消費地問屋による産地問屋を経由した問屋支配構造となっていく。したがって，

産地問屋が抱える問題はその対応が各産地で異なるものの，特定の産地固有の問題という

よりも，陶磁器製飲食用和飲食器市場全体の問題となっていった。

戦前までの波佐見焼産地における産地問屋は有田商人が優勢であったが，戦後消費地問

屋の流通支配に変わり，需要が高まるにつれて問屋の創業がしやすくなり，創業が増えて

いる（表３参照）。

消費地問屋の支配が進む中で問屋間の競争が発生することから�，産地問屋は差別化す

るために問屋指定のデザイン（指定柄）を窯元に要望するようになった�。さらに，消費
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� 一部の商品は，窯元から直売商に販売されたり，二次加工業者に販売されている。例えば，有
田焼産地の直売商は波佐見焼産地問屋から染付磁器を仕入れ，有田焼産地の上絵業者に上絵付け
を依頼し，割烹や料亭，ホテルに販売している（山田ほか，２０１９）。
� 問屋間競争は，産地問屋間の消費地問屋からの受注を受けるための競争という側面と消費地問

屋間の小売からの受注を受けるための競争という二重の側面をもつ。
�　どの商社にも販売されるデザインはフリー柄と呼ばれた（波佐見町史編纂委員会，１９９３）。

表３　産地商社の創業年ごとによる企業数

産地商社

１嘉永年間

２明治

４大正

３昭和１０年代

６昭和２０年代

８昭和３０年代

８昭和４０年代

９昭和５０年代

１記入なし

４２社計

出所：久保田（１９８２，p.８）より引用。



地問屋間競争は模倣品問題も生み出した。正確なことは不明であるが，消費地問屋が他の

窯元の売れ筋商品や見本市で見つけた商品をその商品を生産している窯元とは別の窯元に

見本品として見せ交渉し，本来の窯元とは異なる窯元に生産させるということが行われた

（陶業時報，昭和４３年６月５日付）。このような模倣問題に対し，肥前地区（有田・波佐見

地区）では，昭和３４年に肥前陶磁器商業連合会において意匠保護制度を確立するとともに，

肥前磁器工業協同組合連合会の考案登録事業も開始し，産地内の模倣品の流通を取り締

まった�（陶業時報昭和４２年６月１５日付記事）。

また，消費地問屋間競争は廉価販売の問題も生み出している。昭和３０年代の廉価品問題

は，意匠の模倣だけでなく，生産時における規格外品を主として扱う，いわゆるガサ屋あ

るいはペケ屋と呼ばれる問屋によって生み出された。ガサ屋とは，生産時にヒビや割れな

どが発生したため通常のルートでの販売が困難になった製品（ガサ）を窯元から安価に仕

入れ，それを正規品と同様の状態に修理し，廉価販売する問屋である。一部のガサ屋はそ

の営業の過程で資本蓄積に成功し，正規品も扱うようになったため，ガサ屋の存在は正規

品を扱う商社にとって価格面で脅威となった（陶業時報，昭和３１年９月２１日，昭和４０年５

月５日付記事）。

また，総合スーパーが多店舗展開を加速させた昭和４０～５０年代においては，異なる形で

廉価販売が問題になった。これは，総合スーパーの販売価格（上代）が廉価であることも

あったが，当時の総合スーパーによる仕入れの仕組みの問題として指摘されていた�。こ

れは，総合スーパーが現金仕入れである一方で，産地問屋・窯元は商品在庫の返品を受け

入れなければならないという仕組みを採用していた。従って，資金的に余裕のない窯元は，

大量受注が可能であり，またキャッシュを獲得しやすい総合スーパーへの納品は魅力的で

あった�。

廉価販売の問題は，単に製品の品質の問題だけでなく，量産地の存続を左右する問題で
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� しかし，これは産地内の模倣であり，産地間の模倣を取り締まるものではなかったと考えられ
る。また，九州では錦付けが除外されており，小型の電気窯で家内工業的に絵付けするものは統
制できないと指摘されている（陶業時報昭和４６年３月２５日）。産地を跨いだ模倣の存在に対し，
デザイン保護のための全国組織の設立という動きも生じていた（陶業時報昭和４３年５月５日付）。
模倣の例としては，美濃で作られ有田焼の裏印が張られた商品や，京焼の製品ラベルを模倣した
有田焼の製品ラベルを貼り付けた商品が市場に流通したり，九谷焼き風の柄を用いた美濃焼（美
濃九谷と呼ばれた）などがある（陶業時報昭和４３年６月５日，１２月１５日，４４年４月５日，４８年４
月５日付）。
�　陶業時報昭和４３年１０月１５日付
� 特に，肥前ものの磁器は消費者への認知度が高いため，総合スーパー大手が水玉や唐子といっ

た目玉商品を市価より廉価に提供すれば，小売店舗への誘客に効果的であると判断され，直取引
のターゲットとされた。ターゲットとされた窯元も，組合から脱退し直取引に応じることで，組
合の歩合金を棚上げできるという利点から員外行動を起こした（陶業時報昭和４６年１０月５日付）。



もあった。というのも，販売価格の相場が廉価であると，窯元と問屋が回収できる利幅が

狭まるからである。とりわけ経済成長が続いていた日本において，物価上昇に伴い，原料

費（陶石・燃料費・包装費・輸送費など）と人件費が高騰するため，販売価格の値上げは

必須であった。しかし，廉価な商品が市場にあることにより，販売価格の値上げは売上の

減少に直結すると認識され，物価の上昇に対し緩慢な値上げしか出来ない状況が発生して

いた。さらにニクソンショックによる急激な円高以降，昭和４８年頃に美濃焼産地における

駄知地区の洋食器窯元が和食器生産への進出を開始した。そのため，和食器市場の産地間

競争が激化したが，当時，美濃焼産地に比べ人件費の安かった有田や波佐見などの肥前地

区の産地は，原料費上昇に伴う値上げを実施しても価格競争力の面で優位性を保つことが

できた�。しかし，その一方で，産地間競争の激化は，廉価販売を引き起こした側面もあっ

た。昭和４９年に起こった５０円茶碗騒動と呼ばれる問題は，波佐見地区のメーカー２社と産

地商社が引き起こした。これは，有田や美濃などの他産地でも問題視され，メーカー２社

は工業組合を脱退している。この産地商社によれば，コストを限界まで引き下げた結果で

あり，利益を確保している以上，競争優位を獲得する経営戦略の一環であることから，問

題視されるものではないという見解であった�。

これら廉価品流通の一方で，消費地卸・小売は昭和３０年代から経済成長に伴う国民所得

の増加に合わせて，中・高価格帯の商品の品揃え形成に注力するようになる。その一つが

昭和３０年から頒布会方式を開始した「たち吉」であり，また消費地卸・小売のボランタ

リーチェーンである「趣味の百撰会」であった�。他方で，産地もこれらの品揃え形成に

対応する見本市機能を果たすために，産地チェーンが形成されている�。これらのボラン

タリーチェーンでは，先述の原料費・人件費の高騰に対応するため，共同仕入れや共同配

送などの効率化にも取り組んでいた。その一方で，出店する見本市の数が増加した産地問

屋では出店効率の面から，昭和３０年代後半から少数の産地問屋による合同見本市（各産地

１社で３社から４社合同の見本市）が開催されるようになり，昭和４０年代後半からは，合

同見本市の数が増加した�。波佐見の産地問屋も，他産地と同様に，これらのボランタリー
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�　陶業時報昭和４９年５月２５日，７
　

 月１５日付
�　陶業時報昭和４９年１１月２５日，５０年２月２５日，７

　
 月５日付

� これらの他にも，日本陶芸チェーン，浜陶会，いずみ会などがある。また，これらのチェーン
組織とは別に，消費地の有力百貨店問屋（例えば，滝藤やアイトーなど）では取引のある産地問
屋を組織化していた。
� 産地チェーン１つに付き，そのメンバーは各産地１～２社程度が加盟しているため，消費地チェー

ンに比べ，１
　

 チェーン当りのメンバー数が多い。代表的な産地チェーンには，あづま会，産陶会，
協同組合全日本陶磁器ギフトセンター PG チェーン，ギフトチェーン美陶などがある。
� 例えば，陶業時報昭和４０年５月１５・２５日，６

　
 月５日付記事などが見本市における取引状況につ

いての問題を記事にしている。



チェーンや合同見本市に参画していた。

波佐見の産地問屋はこれらの消費地問屋に対して，主に有田焼や博多人形などの高級磁

器製品に加え，オリジナル品の開発により，市場を拡大していく。とりわけ，白山陶器の

「Ｇ型醤油差し」（昭和３５年第１回グッドデザイン賞受賞）を筆頭にデザイン性を高めたも

のがヒットしたことにより，昭和４０年代頃から各窯元はオリジナル品を開発するデザイン

部門を設置し，また産地問屋が上絵付け工場を設立したり，窯元と産地問屋の共同での開

発が行われていく。

また，白山陶器のように自社ブランドを展開する窯元も居れば，産地問屋が窯元に指定

柄を生産させることで，産地問屋ブランドで販売する方法も取られた。さらには，産地問

屋が波佐見焼という呼称も，肥前焼と呼んだり，有田焼と呼んだりすることにより，消費

地問屋のニーズに応える形で多様であった�。

このように波佐見焼産地では，消費地問屋支配の下で，産地問屋を中心に産地の分業構

造として，需要と供給の調整が行われていた。

４．考　　　　　察

　４.１　産地間関係による産地内分業構造への影響

波佐見焼産地の分業構造は，時を経る過程で変化していた（図５参照）。明治期以前の

完成品産地として波佐見焼産地は，明治期において伊万里商人支配のもと有田焼産地の半

製品の生産という機能をもつようになった。また，陶石に関しても，石炭窯が登場するこ

とにより，安定生産可能な三股陶石から天草陶石を使用することになり，採石に関しても

産地間分業が進展していった。明治初期に生産規模を縮小した窯元の生産量が技術変化に

伴い安定的に増加するにつれて，波佐見焼産地の産地問屋の活動も伊万里商人（明治３０

（１８９７）年の鉄道開通後は有田商人）と同様に大規模消費地へと販路を拡大していった。

戦後の分業構造の変化は，まず窯元が担っていた生地・成形機能が独立した点が挙げら

れる。これは消費の拡大，熟練技術の必要性を低下させる生産技術の導入，農業技術の発

展に伴って生まれた余剰労働力の活用により，窯元機能から独立する形で生地・成形機能
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� これは，有田・波佐見地区での産地間分業が発達した結果，有田地区でも波佐見で作られた生
地や染付製品を活用し有田で上絵付けし販売していた一方，波佐見焼産地でも同様の製品を産地
問屋を介して販売することが可能となっていたため，製品標示が虚偽表示だというわけではない。
また，そのことにより，有田焼産地と波佐見焼産地を同一の産地と解し，波佐見焼産地は有田焼
産地の部分産地であると認識されることも少なくなかった。



が生まれた。

さらに，窯元内のデザイン部門の設置や，産地問屋内の絵付け工場の設立，またデザイ

ン機能に関する両社の協業が促進された点がある。高度経済成長による消費の拡大と物流の

発展は産地間競争を激化させ，他産地の模倣と廉価品販売が発生し，日本の主要産地で問題

となった。その結果，各窯元・問屋はオリジナル品の生産が主要な課題となり，窯元内のデ

ザイン部門の設置や，産地問屋内の絵付け工場の設立，またデザイン機能に関する両社の協

業を促進していった。競争激化の一因には，輸出陶磁器産業を主としていた美濃焼産地が，

ニクソンショック（昭和４６年）による円高と，オイルショック（昭和４８（１９７３）年）による

原料費の上昇に対応するために洋食器生産から和食器生産に転換したことも影響している。

他産地との競争において，商品単価の安い量産産地の窯元は生産コストの削減の為には

安定生産と大規模化が重要になり，生産工程の細分化と単純化を促進する一方，それが独

立した機能としてスピンアウトを促す要因になる。大量生産の前提には，大量販売のため

の流通ルートの存在が不可欠であることから，量産産地の分業構造は消費地問屋の支配が

優勢になる。

消費地問屋の支配が優勢となったことで，波佐見焼産地では従来の有田商人に依存する

必然性がなくなった結果，波佐見の産地問屋の成長と創業を促した�。この意味で，戦後

の有田焼産地は競争が激化した。その結果，有田焼産地では消費地問屋を介さずに，割烹

や旅館・料亭と取引を行う直売商人が優勢を誇るようになったと考えられる（山田ほか，

２０１９）。この時，窯元による産地問屋をめぐる産地内競争は消費地問屋をめぐる競争とし
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出所：著者作成

図５　波佐見焼産地の分業構造の変化

� この意味で，戦後の有田焼産地は競争が激化した。その結果，有田焼産地では消費地問屋を介
さずに，割烹や旅館・料亭と取引を行う直売商人が優勢を誇るようになったと考えられる（山田
ほか，２０１９）。



て現れることから，産地問屋による窯元の代理競争の性格を帯びてくる。そのため，産地

問屋はマーケティングと品揃え形成に加え，生産に関連して製品開発機能をもつことで消

費地問屋をめぐる産地間競争における優位性を確保しようとして，一方で廉価販売を，他

方で高付加価値製品を目指すようになったと説明できる。

そのため，産地問屋は需要動向に合わせて，目的に応じて複数の窯元を巧みに活用する

ことで，多様な品揃え形成を可能にするだけでなく，需要の変化に応じた製品供給を可能

にした。それは，例えば，日本陶器（現・ノリタケカンパニーリミテッド）の伊万里進出

に現れている。昭和４２年に日本陶器は近郊の佐賀県伊万里市内に工場開設を計画した。こ

の時，波佐見焼産地では，有田焼産地と共同し，市場での競合や労働者の引き抜きを阻止

するために佐賀県知事に進出反対の陳情を行った�。その一方で，同４７年の同社グループ

である九州乃りたけ陶芸の伊万里市内の和食器生産工場計画に対しては，波佐見の窯元２

社が既に日本陶器と取引を行い，波佐見焼産地としての抵抗は行っていない�。このよう

に，一見，産地の秩序を崩壊させるような廉価販売や他産地メーカーとの下請け的取引

（有田焼産地や日本陶器との取引）も，産地問屋から見た場合，産地内の窯元の多様性を

保持し産地間競争における優位性を構築するためのものであったと理解できる。

他方，窯元からすると，産地の存続は必ずしも自らの存続を意味しない。したがって，

廉価販売は利幅の圧縮となり，廉価販売を構成する諸資源にロックインされ，自社の存続

において必要とされる量的拡大や品質向上，効率化のための投資や，長期的な景気変動に

対するリスク回避的行動を困難にする場合がある。また，他産地メーカーの下請け的取引

は，窯元や産地ブランドの認知度の向上には有効な方法ではない。しかし，これらも窯元

にとっては，純粋な自由市場での取引よりも確実な売り上げ獲得の手段であったり，生産

設備の稼働率の向上に役立つ。とりわけ，長期取引になるのであれば，原料の高騰や需要

の波の影響を受けるスポット取引よりも，彼らにとっては魅力的な市場になる。したがっ

て，同一産地内の窯元でも異なる行動が要請されることになる。
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� 結果的に，佐賀県知事と伊万里陶業の間で，伊万里工場では輸出向け洋食器の生産のみを行い
和食器の生産を行わないこと，有田・波佐見地区の労働者を引き抜かないことなどの覚書を交わ
すことで，両産地に対し一応の説得を行ない，伊万里工場での生産が開始された（陶業時報昭和
４２年３月１５・２５日，４

　
 月１５日，６

　
 月５日付記事など）。

� 昭和４７年の九州乃りたけ陶芸に対して有田焼産地と同様に，産地が一体となって波佐見焼産地
として抵抗することもあり得た。結果的には，有田焼産地の抵抗により九州乃りたけ陶芸は福岡
に工場を開設している（陶業時報昭和４７年１１月２５日，１２月１５日，昭和４８年４月１５日，９月２５日付）。



４.２　伝統産地における組織フィールドの多元性

波佐見焼産地は，技術的条件（生産機械の進歩）と社会的条件（労働力不足と農業労働

力の転換），支配関係（伊万里・有田商人から消費地問屋へ）の変化に応じて，分業構造

が変化してきたと言える。また，昭和３０年代以降，消費地問屋支配が優勢となる中で，産

地の窯元間でも価格秩序と窯元ブランドの有無に対して異なる態度を形成したことに加え，

それら窯元と産地問屋においても，互いに流通ルートに応じた選別が行われていた。こう

した意味で，波佐見焼産地を俯瞰的に見たとき，「需要搬入企業」の存在（伊丹，１９９８），

流通経路やそれに応じた需要情報などが，「仲間型取引ネットワーク」（加藤，２００９）の中

で「場の情報」（額田，１９９８，金井，１９９９）として共有され，個別具体的な消費地問屋の

ニーズに応えるために「学習」（Frolida, １９９８）が生じていたといえる。

しかし，その一方で，有田焼産地や京焼産地のような過剰な競争に対する不文律（山田・

伊藤，２０１３）や，信楽焼産地のような共同体的な不文律（山田，２０１３），美濃焼産地のよ

うな不文律に代わる自由競争を通じての淘汰と革新の論理を組み込んだ事業システム（出

口，２０１７）のように，産地全体を形成する論理というよりもむしろ，より選択的にこれら

の不文律が活用されていたといえる。というのも，廉価販売による過剰競争という問題や，

他産地メーカーの伊万里進出も，他産地で問題とされたことにより，問題と認識されたも

のの，産地の中では穏便な解決方法を探る動きがあり，問題は認識されているものの，解

決を主導したわけではなかったからである。したがって，このことは産地において不文律

が存在するというよりも，産地内外の特定の企業の視点から見た場合において，ある行為

は不文律に抵触していると認識させたり，させなかったりすることを示している。簡潔に

いえば，自社の製品戦略，販売戦略において障害となりうる事象を除去するための戦術と

して，不文律を活用するポリティクスの産物が，社会文化的な要素としての産地の不文律

であった可能性がある。

産地が物理的・空間的な意味での集積地と捉えた場合，あたかも不文律がその産地全体

で共有されているかのような誤解を生じさせる。しかし，本研究で取り扱った波佐見焼産

地のように，規模の異なる企業が多数存在し，また機能の異なる企業が並存する集積地に

おいては，それぞれの企業がもつ機能とそれら企業の規模や保有する資源および競合する

企業・産地の特徴に応じて，異なる戦略が形成される。したがって，産地の不文律を犯す

企業が出現する理由は，特定の戦略を担う企業グループあるいは共通の戦略をとる企業グ

ループ（戦略グループ， Porter, １９８０）において，別の戦略を形成したグループが生み出

した社会的文化的な規範が障害となるからである。この意味で，集積地と集積地内で個々
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の企業が認識する戦略を展開する領域は異なりうる。これらの領域は，集積地という俯瞰

的視点から見た場合，重層的に存在するように見えるため，組織フィールドは，各層を個

別に捉える視点として，つまり産地内で繰り広げられる個々の戦略グループ間の異なる認

識された領域を捉えるために役立つ概念であると言える。

５．お　わ　り　に

本稿では，産業集積および伝統産地に関する先行研究から，産地の存続における社会文

化的要素の役割に焦点を当て，明治時期から昭和５０年までの波佐見焼産地の機能間分業構

造の変化を分析してきた。そこでは，他産地の変化と産地間関係の在り方が産地内の分業

構造に変化を与えることを示してきた。加えて，産地内の文化・社会的要素が，産地内の

特定の戦略を担うあるいは戦略を共有する企業によって，形成/破壊されることを示した。

その上で，産地内の文化・社会的要素が特定の企業群が認識する戦略を展開する領域を維

持されるために構築されるものであることから，その領域を捉えるために組織フィールド

という概念が有効であるということを提起した。

本稿の今後の課題として，産地内ではどのような組織フィードが形成され，フィールド

間のポリティクス（統合や分離）がどのように展開されていったのか，そのとき，どのよ

うに社会文化的要素が崩壊・生成されるのかを明らかにしていく必要がある。本稿では，

明治期から昭和５０年までという，急成長していた時期の和飲食器向け陶磁器業界を扱った。

フィールド内―間のポリティクスは，産地全体が成長している時期においては，全面的

な変化を生み出しにくい。そのため，上述の課題は，昭和５０年代以降から現在に至るまで

の磁器を対象として分析していく必要があるだろう。

また，本稿で明らかにしたように，産地内の分業構造の変化は産地間関係の影響を受け

て形成されている。したがって，これも併せて検討していくことが今後の課題となるだろう。
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